
様式第9（第18条関係）（平11通産令58・平12通産令183・令元経産令17・一部改正）事業着手期限延長申請書年月日経済産業大臣殿住所氏名又は名称及び法人にあつてはその代表者の氏名下記のとおり、事業着手の期限を延長したいので、日本国と大韓民国との間の両国に隣接する大陸棚の南部の共同開発に関する協定の実施に伴う石油及び可燃性天然ガス資源の開発に関する特別措置法第33条第2項の規定に基づき申請します。記1特定鉱業権の登録番号2事業着手の期限の延長を必要とする理由備考用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。  


